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※合併により市町村数が変わったため、県内平均はさかのぼって修正されています。※合併により市町村数が変わったため、県内平均はさかのぼって修正されています。
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数値が高いほど財源に余裕があるとされ、1.0以上は地方交付税の
不交付団体となります。
数値が高いほど財源に余裕があるとされ、1.0以上は地方交付税の
不交付団体となります。

※合併により市町村数が変わったため、県内平均はさかのぼって修正されています。※合併により市町村数が変わったため、県内平均はさかのぼって修正されています。
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45.8

％　　自主財源

54.2％

（前年度比 1.9％減）

平成 23年度
使ったお金

5400100
平成 23年度

（前年度比 2.0％減）

入ったお金
2900105

福祉などの
充実のために
37億4500万円
（37.2％）

福祉などの
充実のために
37億4500万円
（37.2％）

その他
10億9100万円
（10.9％）
10億9100万円
（10.9％）

その他

学校や生涯学習
のために
９億円
（9.0％）

学校や生涯学習
のために
９億円
（9.0％）

土木工事などに
8億5100万円（8.5％）
土木工事などに
8億5100万円（8.5％）町の衛生の

ために
11億4100万円（11.3％）

町の衛生の
ために
11億4100万円（11.3％）

計画推進の
ための経費
計画推進の
ための経費
12億300万円
（12％）
12億300万円
（12％）

借りている
お金の返済
11億1900万円
（11.1％）

借りている
お金の返済
11億1900万円
（11.1％）

財産収入
8300万円（0.8％）
財産収入
8300万円（0.8％）

使用料等
３億800万円（2.9％）
使用料等
３億800万円（2.9％）

国と県からの
補助金
17億8100万円
（16.9％）

国と県からの
補助金
17億8100万円
（16.9％）

国の税金から
配分されたお金
16億3900万円
（15.6％）

国の税金から
配分されたお金
16億3900万円
（15.6％）

その他 
地方譲与税等
3億7700万円
（3.6％）

その他 
地方譲与税等
3億7700万円
（3.6％）

地方消費税交付金
２億9600万円
（2.8％）

地方消費税交付金
２億9600万円
（2.8％）

借りたお金
7億2300万円
（6.9％）

借りたお金
7億2300万円
（6.9％）

繰越金繰越金
４億9500万円（4.7％）４億9500万円（4.7％）その他

分担金等
4億3600万円
（4.1％）

その他
分担金等
4億3600万円
（4.1％）

みなさん
からの税金
43億8800万円
（41.7％）

みなさん
からの税金
43億8800万円
（41.7％）

 4

※H24.3.31現在の人口で計算

 5
普通建設事業費…学校・橋・道路・公園などを整備するための事業費で、災害復旧費などと合わ
せて「投資的経費」と言われます。

※金額は100万円（未満切捨）の計算方法で記載しているため、合計額が一致しない場合があります。
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使ったお金を性質別に見ると…

人件費や扶助費など、支
出が義務づけられていて、
自由に削減できない経費

補助費等、物件費、維持補修費
など、義務的経費、投資的経費
以外の経費

義務的経費

46.9％

投資的経費6.6％
その他経費

46.5％

入ったお金の構成を見ると…
町税など自主財源が占める割合は

54.2％で前年度より1.6ポイント上回
りました。今のところは依存財源より
多い状況ですが、今後も景気の動向
や町を取り巻く環境の変化に対応した
自治体経営が必要といえます。

公共施設や道路整備
等、将来に残るものの
ために使われる経費

※H24.3.31現在の人口で計算

財政力の強さを計る指標である「財政力指数」は、数値が高いほど財政力が強いことを示
しています。寄居町の数値は昨年度を下回りましたが、過去５年間と同様に、県内町村平均
より良好な数値を保っています。数値が高いほど財源に余裕があるとされ、1.0以上は地
方交付税の不交付団体となります。

成

３年連続で歳入歳出とも１００億円超規模
一 決般 算会計年度23

東日本大震災の影
響や円高の進行等、
景気の持ち直しが
緩やかな中、歳入
で は、固 定 資 産
税や個人・法人と
もに町民税が減少
するなど、町税が
前年度に比較して
0.5％減少。地方交
付税は、特別交付
税を合わせた全体
で前年度比 2.5％
減少しました。
また、普 通 交 付
税を補てんする臨
時財政対策債が
総枠で、前年度比
19.0％減少したこ
となどから、発行
町債額は18.7％減
少しました。

歳出では、子ども
手当給付費や障害
者自立支援給付費
等の増により、扶
助費が前年度比
4.8％増加。
また、議員年金制
度廃止に伴う議員
共済費の増や職
員の新規採用によ
る増員等で人件費
が 5.2％増加した
ことなどから、義
務的経費全体では
3.9％の増加となり
ました。

普通建設事業費
については、22年
度に引き続き寄居
駅バリアフリー化
事業を推進し、町
道 227号線道路
改築事業や明神川
河川改修事業等を
行いました。
防災行政無線デジ
タル化更新工事や
学校体育館耐震工
事が完了し、さら
に道路新設改良工
事が減少したこと
などにより前年度
比36.8％減少しま
した。
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